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2040年に向けたGHG排出量見通し

１



パリ協定とINDCsのギャップ

２



パリ協定でのINDCsの比較（一人当たり、GDP当たり）

３



途上国でのGHG排出量削減事業の需要

４



JCMの可能性＝＝途上国でのグリーン事業を高める

• クレジットの創出増大

• CDMより優れたJCMのアピール

• グローバル市場の形成

• 国内市場の育成

• 国際連携の展開

５


	行政事業レビュー（JCM）参考人意見�
	　　　　　　　2040年に向けたGHG排出量見通し
	　　　　パリ協定とINDCsのギャップ
	　　　　　　　パリ協定でのINDCsの比較（一人当たり、GDP当たり）
	　　　　　　途上国でのGHG排出量削減事業の需要
	　JCMの可能性＝＝途上国でのグリーン事業を高める

